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防災・減災に関する県民意識調査結果（令和５年２月）について 

 

 

１ 要旨・目的 

  広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動の令和４年度の取組実績を把握するととも

に、運動を進める上での課題の抽出や、その解決方策の検討を行うため、調査を行い、 

その結果等をとりまとめた。 

 

 

２ 現状・背景 

  本県においては、「災害死ゼロ」の実現を目指し、県民、自主防災組織等が災害から命

を守るために適切な行動をとることができるよう、平成 27 年から、県民、自主防災組織

等、事業者、行政等が一体となって、広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動に取り 

組んでいる。 

 

 

３ 概要 

（１）調査対象 

   県内在住の 18 歳以上の男女 5,000 人 

 

（２）調査期間 

   令和５年２月 21 日（火）～３月 17 日（金） 

 

（３）有効回答数 

   2,131 件（回答率 42.6％） 

 

（４）調査結果 

   別紙のとおり 

 

  

令和５年６月 30 日 

課 名 危機管理監みんなで減災推進課 

担当者 課長 橋本 

内 線 2780 

危 機 管 理 監 
資       料 Ｎｏ.１ 
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防災・減災に関する県民意識調査結果（令和５年２月）について 
 

１ 集計結果の概要 

（１）全体指標 

行動計画に掲げる成果指標項目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

５つの行動目標（②）を全て実践
している人の割合 

22.8％ 26.3％ 
32.0％ 50.0％ 

 
避難の準備行動（①かつ②）
ができている人の割合 

4.0％ 8.4％ 

  

【参考】「避難の準備行動ができている」の構成要素 

① 【行動する】 マイ・タイムラインの作成 

② 

【知   る】 災害の種類に応じた、避難場所・避難経路の確認 

【察知する】 災害リスク情報を自ら入手するためのツールを確保 

【行動する】 

【学   ぶ】 
防災教室・防災訓練への参加 

【備 え る】 非常持出品を用意し、かつ３日分以上の食糧及び飲料水を備蓄 

 

（２）個別指標 

行
動
目
標 

行動計画に掲げる成果指標

項目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

知
る 

災害の種類に応じた避難場
所・避難経路を確認した人の
割合 

70.7％ 72.4％ 87.4％ 100％ 

水害・土砂災害リスクの認知度 76.4％ 70.2％ 87.0％ 100％ 

察
知
す
る 

災害リスク情報を自ら入手する
ためのツールを確保している人
の割合 

76.5％ 77.1％ 50.0％ 80.0％ 

行
動
す
る 

マイ・タイムラインを作成してい
る人の割合 

6.8％ 13.0％ 36.0％ 60.0％ 

行
動
す
る
・
学
ぶ 

防災教室・防災訓練へ参加し
た人の割合 

38.0％ 46.2％ 50.9％ 60.0％ 

備
え
る 

非常持出品を用意し、かつ３
日分以上の食糧及び飲料水
を備蓄している人の割合  

45.9％ 55.8％ 60.8％ 70.0％ 

家具等の転倒防止を行って
いる人の割合  

56.7％ 56.9％ 59.0％ 70.0％ 

 

別紙 
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24.1

32.7

32.9

27.6

29.2

17.8

75.9

67.3

67.1

72.4

70.8

82.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

避難の準備行動が全てできている 全てはできていない

2.5

14.3

14.6

5.3

7.5

4.1

97.5

85.7

85.4

94.7

92.5

95.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

避難の準備行動が全てできている 全てはできていない

２ 集計結果の分析等 

調査の集計結果について、広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動推進会議の

委員である有識者２名から、防災や社会心理学の観点での分析や示唆をいただいた。 

（有識者） 広島大学大学院人間社会科学研究科 教  授 坂田 桐子 氏（社会心理学） 

山口大学大学院創成科学研究科    准教授 瀧本 浩一 氏（防災） 

 

３ 行動計画に掲げる成果指標ごとの分析概要 

（１）全体指標 

行動計画に掲げる成果指標項目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

５つの行動目標（②）を全て実践
している人の割合 

22.8％ 26.3％ 
32.0％ 50.0％ 

 
避難の準備行動（①かつ②）
ができている人の割合 

4.0％ 8.4％ 

 
 
 

○ ５つの行動目標を全て実践している人の割合について、年代別では「40 歳代

（32.9％）」、「30 歳代（32.7％）」で高くなっている。 

○ 避難の準備行動ができている人の割合は全体的に低いが、「40歳代(14.6%)」、

「30 歳代(14.3％)」では高くなっている。 
 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５つの行動目標を全て実践している人の割合「年代別」＞ 

＜避難の準備行動ができている人の割合「年代別」＞ 
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ア 有識者による分析や示唆など 

○ 全体的には、まだ低いレベルだが、昨年度と比べて、避難の準備行動がで

きている人の割合が倍に増えたことは望ましい変化である。特に子育て世代

での割合が高いことから、小学校等で子供が受けた防災教育の知識が、保護

者や家族に波及していると推測される。今後は、他の年代の避難の準備行動

を促進するため、職場での啓発などを推進することが効果的と思われる。 
 

○ マイ・タイムラインの作成については、広報・啓発を背景に、作成率が伸

びたのではないかと思われる。また、コロナ禍の行動制限が解除され、社会

活動が徐々に元に戻ってきたことが、防災教室・防災訓練への参加率を上昇

させたと言える。 
 

○ 令和４年度において、県内で土砂災害による顕著な被害が発生していな

い。災害が発生しない期間が続くほど、災害への意識は薄れ、行動へのモチ

ベーションも低くなると考えられる。 

 

 イ 有識者による分析や示唆を受けての取組等 

  ○ 避難の準備行動ができている人の割合は、５つの要素（個別指標）によって

構成されているため、個別指標の項目において、取組等を記載する。 

 

（２）【行動目標】身の回りの災害危険個所などを「知る」 

行動計画に掲げる成果指標項

目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

災害の種類に応じた避難場所・
避難経路を確認した人の割合  

70.7％ 72.4％ 87.4％ 100％ 

水害・土砂災害リスクの認知度 76.4％ 70.2％ 87.0％ 100％ 

 

○ 避難場所・避難経路を確認した人の割合について、生活形態別（※）では、「家

事や育児などで在宅(75.3％)」が最も高く、次いで「農林漁業(71.2％)」とな

っている。また、生活形態別では、「企業・団体勤務(32.7％)」、「自営業(32.7％)」

が高くなっている。 
 
○ 災害の危険性を確認する際に困っていることでは、「どうやって確認するか分

からない(38.1％)」が最も高く、次いで「調べても県や市町などが提供する情

報が分かりにくい(25.1％)」となっている。 
 
○ 水害・土砂災害リスクの認知度について、年代別では 50 歳以上で７割超と高

くなっており、29 歳以下では低くなっている。 
 

※ 生活形態の分類 ～ 「企業・団体勤務」、「自営業」、「農林漁業」、「家事や育児で在宅」、「学生」、「定

年退職などで在宅」 
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32.7

32.7

23.1

23.2

31.3

31.1

37.7

55.3

51.2

42.6

62.8

53.3

54.8

48.9

6.7

7.7

12.7

3.7

12.4

7.1

6.4

4.4

5.6

15.9

8.8

3.0

6.1

2.9

0.9

2.7

5.7

1.5

1.0

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業・団体等で勤務している

自営業を営んでいる，または手伝っている

農・林・漁業を営んでいる，または手伝っている

家事や育児，または介護などで在宅している

学生

定年退職などで在宅している

その他

まったくしていない 少しはしている かなりしている 十分にしている 無回答

67.5

17.0

13.9

9.8

8.5

5.8

1.8

1.5

1.1

5.1

1.0

1.2

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70

市町が配布したハザードマップ

地域の方（個人，自主防災組織，消防団など）から教えてもらった

県のホームページや国や市町などのホームページ

地域住民が独自に作成した防災マップ

防災教室や防災訓練

スマートフォンなどに登録したアプリ（Yahoo!防災速報アプリ）

市役所（町役場）の人から聞いた

スマートフォンなどに登録したアプリ

（ひろしま避難誘導アプリ「避難所へGo!」）

スマートフォンなどに登録したアプリ（その他のアプリ）

その他

自分で確認した

地元（近所）なので知っている

無回答

(%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜避難場所や避難経路の確認の有無「生活形態別」（Ⅱ：問７）＞ 

＜避難場所や避難経路の確認方法（Ⅱ：問７-２）＞ 

＜避難場所や避難経路の確認の有無「年代別」（Ⅱ：問７）＞ 

36.4

36.7

30.5

30.0

29.6

31.1

54.4

54.1

58.5

58.4

53.7

51.2

6.1

3.4

4.6

7.9

7.6

8.6

1.5

5.0

4.8

3.5

7.3

7.4

1.6

0.7

1.6

0.3

1.8

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

まったくしていない 少しはしている かなりしている 十分にしている 無回答

自営業を営んでいる、または手伝っている 

農・林・漁業を営んでいる、または手伝っている 

家事や育児、または介護などで在宅している 
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38.1

25.1

22.0

0.8

2.9

3.4

24.2

5.3

0 10 20 30 40

どうやって確認するか分からない

調べても県や市町などが提供する情報が分かりにくい

忙しくて確認する時間がない

防災無線など放送が聞こえない

その他

危険性を確認する必要性を感じない

困っていることはない

無回答

(%)

29.5

30.9

25.9

29.4

26.1

26.8

28.9

37.4

44.0

41.4

46.9

46.1

41.6

31.7

30.1

29.1

27.0

27.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

自宅が区域に立地している 自宅は区域に立地していない 分からない

18.1

18.1

18.8

20.6

25.3

25.5

33.3

48.9

48.6

51.5

49.5

50.9

48.7

33.0

32.6

27.9

25.1

23.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

自宅が区域に立地している 自宅は区域に立地していない 分からない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 有識者による分析や示唆など 

○ 昨年度に比べて、水害・土砂災害リスクの認知度が低下しているが、年代

や生活形態による特徴が見られるわけではなく、全体的に少しずつ低下して

いる。引き続きハザードマップなど、災害の危険性を確認する方法を啓発す

る必要がある。 

 

＜災害の危険性を確認するに当たって，困っていること（Ⅰ：問８）＞ 

＜洪水浸水想定区域の認知度「年代別」（Ⅱ：問６①）＞ 

＜土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域の認知度「年代別」（Ⅱ：問６②）＞ 
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○ 自宅周辺の水害・土砂災害リスクが「分からない」と回答した人の割合

は、年代が若いほど高くなっている。回答傾向を見ると、29 歳以下や 30 歳代

の人々は、他の年代と比べて、地域の人から危険性について教えてもらった

経験が少なく、自分でパソコンを使ってウェブページに掲載されているハザ

ードマップを見たり、学校で教えてもらったり、家族から聞いたりすること

で知った人の割合が高い。このため、引き続き学校や職場での啓発を行うと

共に、「自宅の危険性について調べたくなるきっかけ」を提供することが必要

である。 

○ 避難場所や避難経路の確認方法では、ハザードマップの利用が最も多くな

っている。マスコミや行政の広報により、ハザードマップの認知が定着しつ

つある傾向と思われる。 

 

 イ 有識者による分析や示唆を受けての取組等 

○ 引き続き、住民の目に触れる機会が多い小学校や公民館等へ、災害リスク

や避難所等を示した標識の設置を進めるとともに、小中学生を対象とした出

前講座において、災害リスクに関心をもたせる VR や AR などの教材を活用し

ていく。 

○ 自主防災組織が実施する防災訓練の中で、ハザードマップを掲載した地域

防災タイムラインを活用することにより、平時における地域の水害・土砂災

害リスクの確認を促進する。 

○ 学校や企業を通じた啓発やイベントでの周知、各種メディアを活用したマ

イ・タイムラインの普及促進を通じて、ハザードマップによる自宅周辺の災

害リスクの確認を促進する。 

 

（３）【個別指標】災害発生の危険性をいち早く「察知」する 

行動計画に掲げる成果指標項

目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

災害リスク情報を自ら入手するた
めのツール（※）を確保している
人の割合  

76.5％ 77.1％ 50.0％ 80.0％ 

※防災情報メールや防災情報アプリ、SNS など 

 

○ 災害リスク情報を入手するためのツールを確保している人の割合について、

年代別では「29 歳以下(88.5％)」、「30 歳代(88.4％)」、「40 歳代(87.3％)」で

高くなっており、生活形態別では「学生(93.7％)」で高くなっている。 
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84.6

77.9

66.0

76.8

93.7

60.8

56.4

14.9

21.1

31.3

23.2

6.3

37.9

39.5

0.5

1.1

2.7

1.3

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業・団体等で勤務している

自営業を営んでいる，または手伝っている

農・林・漁業を営んでいる，または手伝っている

家事や育児，または介護などで在宅している

学生

定年退職などで在宅している

その他

確保している 確保していない 無回答

88.5

88.4

87.3

82.6

76.2

55.9

11.5

11.6

11.9

17.4

22.9

41.9

0.9

0.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

確保している 確保していない 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 有識者による分析や示唆など 

○ 年齢が上がるほど、ツールを確保していると回答した人が少なくなってい

る。スマートフォンやパソコンの操作が前提となる場合があるため、高齢者

には仕方のない部分ではあるが、周囲の人が情報を提供し、支援するための

仕組みづくりが重要と考えられる。 

○ 全世代に向けた継続的な広報・啓発等の働きかけが必要であるが、特に情

報の入手ツールの準備ができていない層に向けての広報戦略を検討する必要

がある。 

 

 イ 有識者による分析や示唆を受けての取組等 

○ 情報入手ツールの確保が難しい高齢者等に対しては、引き続き自主防災組

織による避難の呼びかけ体制の構築に取り組む。さらに、地域防災タイムラ

インの活用により、自主防災組織における呼びかけ体制の構築、維持・充実

とマイ・タイムライン作成を一体的に進め、地域全体での適切な避難行動を

促進する。 

○ 防災タイムラインを普及することにより、災害の危険性が高まった際のプ

ッシュ通知機能の活用を促進する。 

○ 広報誌や折り込みチラシ、SNS 等の様々な媒体を通じて、災害への備えや広

島県の災害リスクなどの情報を積極的に発信していく。 

 

＜災害リスク情報の入手ツールの確保「年代別」（Ⅱ：問９）＞ 

＜災害リスク情報の入手ツールの確保「生活形態別」（Ⅱ：問９）＞ 

 

自営業を営んでいる、または手伝っている 

農・林・漁業を営んでいる、または手伝っている 

家事や育児、または介護などで在宅している 
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46.1

19.0

16.8

13.1

12.6

7.3

5.6

1.8

1.1

1.1

1.0

4.8

3.3

0 10 20 30 40 50

子供が学校から持って帰ってきた

県や市町の広報誌

テレビ・ラジオ

職場や学校

県や市町などのホームページ

地域の人

県や市町の防災教室

家族

県以外のSNS

知人（地域の人以外）

県のSNS（ツイッター，フェイスブックなど）

その他

無回答

(%)

（４）【個別指標】自ら判断して適切に「行動する」及び 

         防災教室や防災訓練などで「学ぶ」 

行動計画に掲げる成果指標項

目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

マイ・タイムラインを作成して
いる人の割合 

6.8％ 13.0％ 36.0％ 60.0％ 

防災教室・防災訓練へ参加した
人の割合 

38.0％ 46.2％ 50.9％ 60.0％ 

 

◯ マイ・タイムラインを知ったきっかけは、「子供が学校から持って帰った

(46.1％)」が最も高く、次いで「県や市町の広報誌(19.0％)」となっている。 
 
○ マイ・タイムラインを作成していない理由は、「知らなかった(64.7％)」が最

も高く、次いで「自宅が安全な場所にある(15.8％)」となっている。 
 
○ 防災教室・防災訓練への参加割合は、「定年退職などで在宅(38.9％)」してい

る方が低くなっている。 
 
○ 防災教室・防災訓練に参加しなかった理由は、「実施していることを知らなか

った(43.1％)」が最も高く、次いで「仕事や家事、育児で忙しかった(30.4％)」

となっている。 
 
○ 参加しなかった理由で、「仕事や家事、育児で忙しかった」は「企業・団体勤

務(40.9％)」で、「実施していることを知らなかった」は「農林漁業(49.6％)」

で、他の生活形態に比べて高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「ひろしまマイ・タイムライン」を知ったきっかけ（Ⅱ：問３-１）＞ 

県の SNS（ツイッター、フェイスブックなど） 
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64.7

15.8

9.2

6.4

3.8

2.8

2.4

2.2

1.4

1.3

1.2

0.5

1.4

18.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

マイ・タイムラインを知らなかった

自宅が安全な場所にある

マイ・タイムラインを作成しなくても，自宅周辺の災害リスクや

避難先，避難のタイミングなどは頭に入っている

マイ・タイムラインは知っていたが，

自分が作成することは考えたことがなかった

マイ・タイムラインは知っていたが，

具体的にどんなものかはよく分かっていなかった

興味はあったが，作成するのが面倒だった

マイ・タイムラインが役に立つかどうか分からなかった

興味はあったが，作成する時間がなかった

作成に必要なアカウント登録やIDの取得が煩雑だった

作成したかったが，どうやって教材を

入手したら良いか分からなかった

調べてみると作成方法が難しそうだった

作り方が難しく途中で作成を諦めた

その他

無回答

(%)

7.2

23.2

28.3

14.7

12.3

11.8

92.8

76.8

70.5

85.3

86.2

86.3

1.2

1.6

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

知っていた 知らなかった 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜マイ・タイムラインを作成していない理由（Ⅱ：問５）＞ 

＜マイ・タイムラインの認知度「年代別」（Ⅱ：問２）＞ 

＜マイ・タイムライン作成の有無「年代別」（Ⅱ：問４）＞ 

5.2

19.3

22.0

10.1

9.0

9.5

94.8

80.7

76.7

89.3

90.4

89.0

1.3

0.6

0.6

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

作成している 作成していない 無回答

マイ・タイムラインを作成しなくても、自宅周辺の災害リスクや 
避難先、避難のタイミングなどは頭に入っている 

マイ・タイムラインは知っていたが、 
自分が作成することは考えたことがなかった 

マイ・タイムラインは知っていたが、 
具体的にどんなものかはよく分かっていなかった 

興味はあったが、作成するのが面倒だった 

興味はあったが、作成する時間がなかった 

作成したかったが、どうやって教材を 
入手したら良いか分からなかった 
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30.4

16.7

13.2

10.6

6.7

5.3

5.0

4.4

3.6

3.2

5.2

43.1

10.0

0.9

0 10 20 30 40 50

仕事や家事，育児で忙しかったから

関心がないから

具体的にどのようなことをするものなのか分からないから

新型コロナ等感染症の感染が怖いから

敷居が高く，参加しにくい雰囲気があるから

参加しても，いざというときに役立つかどうか疑わしいから

参加する必要性がないから

以前参加したことがあり，内容についてはすでに理解しているから

防災教室や防災訓練等は，時間が長いため

参加者が限定されているから

その他

実施していることを知らなかったから

地域で開催されていないから

無回答

(%)

49.2

44.9

52.4

44.3

61.5

38.9

35.8

50.0

54.1

45.2

54.7

38.5

58.1

61.0

0.8

1.1

2.4

1.0

2.9

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業・団体等で勤務している

自営業を営んでいる，または手伝っている

農・林・漁業を営んでいる，または手伝っている

家事や育児，または介護などで在宅している

学生

定年退職などで在宅している

その他

参加している 参加していない 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 有識者による分析や示唆など 

○ マイ・タイムラインを作成している人の割合は明確に増加しており、「子供

が学校から持って帰ってきた」ことがマイ・タイムラインを知る大きなきっ

かけとなっている。全体的には認知度が低いことから、「県や市町の広報

誌」、「テレビ・ラジオ」、「職場や学校」などの手段を用いた周知を強化する

必要がある。 

○ マイ・タイムラインを作成した人の中には、「災害が起こりそうな時に参考

にしたら、適切な避難ができると感じた」、「作成する過程で防災に関する

様々な知識を得た」と、有効性を感じている人が多いため、その事実を周知

することも必要である。 

○ マイ・タイムラインについては、引き続き出前講座や研修等を通じて作成

を支援するとともに、作成指導人材の育成にも力を入れるべきである。 

＜過去１年間における防災教室・防災訓練への参加状況「生活形態別」（Ⅱ：問 16）＞ 

＜防災教室・防災訓練に参加しなかった理由（Ⅱ：問 16-１）＞ 

自営業を営んでいる、または手伝っている 

農・林・漁業を営んでいる、または手伝っている 

家事や育児、または介護などで在宅している 

仕事や家事、育児で忙しかったから 

敷居が高く、参加しにくい雰囲気があるから 

参加しても、いざというときに役立つかどうか疑わしいから 

以前参加したことがあり、内容についてはすでに理解しているから 

防災教室や防災訓練等は、時間が長いため 
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○ 防災教室・防災訓練へ参加した人の割合は、前回調査より増加している

が、参加しなかった理由として「関心がないから」が増加しているため、今

一度防災訓練の必要性を啓発する必要がある。 

 

 イ 有識者による分析や示唆を受けての取組等 

○ 学校においてマイ・タイムラインを活用した防災教育が定着し、より多く

の児童・生徒が作成に取り組めるよう、引き続きマイ・タイムライン推進員

による出前講座に取り組むとともに、新たに、中学校でのデジタル技術を活

用した防災教育の展開に取り組む。 

○ 地域防災タイムラインの作成にあたっては、自主防災アドバイザー等と連

携し、自主防災組織における呼びかけ体制の構築、維持・充実とマイ・タイ

ムライン普及促進を一体的に進める。 

○ 引き続き報道機関と連携し、様々な媒体によるマイ・タイムラインの認知

度向上を図る。 

〇 より簡易にマイ・タイムラインを作成できるよう、LINE を活用したツール

を展開する。 

○ 関係団体を通じて、一斉防災教室・一斉地震防災訓練への企業等の参加を

働き掛ける。 

〇 「みんなで減災推進大使」を活用した防災教室・防災訓練などにより、参

加者の増加を促進する。 

 

（５）【個別指標】非常持出品等を準備するなど災害に「備える」 

行動計画に掲げる成果指標項

目 

調査結果 
R4 

(目標) 

R7 

(目標) R4 

(2 月) 

R5 

(2 月) 

非常持出品を用意し、かつ３日
分以上の食糧及び飲料水を備
蓄している人の割合  

45.9％ 55.8％ 60.8％ 70.0％ 

家具等の転倒防止を行ってい
る人の割合 

56.7％ 56.9％ 59.0％ 70.0％ 

 

○ 非常持出品を用意している人の割合は、「29 歳以下(66.3％)」、「30 歳代

(65.6％)」を除く全ての年代で７割を超え、男女別でも大きな差は見られない。 
 
○ 備蓄を行わない理由は、「何をどれくらい備えれば良いか分からない(36.7％)」

が最も高く、次いで「備えていても消費期限が来たら無駄になる(28.9％)」と

なっている。 
 

○ 家具などの転倒防止を行っていない理由は、「手間や費用がかかる(31.1％)」

が最も高く、次いで「倒れそうな家具等はあるが、倒れても支障がないところ

に置いてある(29.7％)」となっている。 
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55.2

60.3

56.5

61.9

48.3

55.9

46.8

44.7

38.0

43.5

37.3

51.7

43.7

50.5

0.1

1.7

0.8

0.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業・団体等で勤務している

自営業を営んでいる，または手伝っている

農・林・漁業を営んでいる，または手伝っている

家事や育児，または介護などで在宅している

学生

定年退職などで在宅している

その他

用意している 用意していない 無回答

36.7

28.9

28.7

21.6

19.4

17.6

16.5

10.0

8.0

4.2

1.3

0 10 20 30 40 50

何をどれくらい備えれば良いか分からないから

備えていても消費期限が来たら，無駄になるから

普段から食料品を多めに買い置きし，災害時に活用するつもりだから

保管する十分なスペースがないから

３日間も食料や飲料水が入手できなくなるような

災害は起きないと思っているから

自分で備蓄する経済的余裕がないから

災害が起きても自分が被災する可能性が低いから

災害時には行政が支給してくれると思っているから

親族宅などを避難先として考えており，備蓄する必要がないから

その他

無回答

(%)

33.7

34.4

25.7

23.7

23.4

20.7

55.8

55.2

61.2

65.7

60.4

67.5

6.0

8.4

9.0

8.0

10.3

7.9

4.5

2.0

2.6

2.0
4.1

2.0

1.5

0.7

1.7

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

まったくしていない 少しはしている かなりしている 十分にしている 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜非常持出品を用意している人の状況「年代別」（Ⅱ：問 14）＞ 

＜非常持出品を準備し，かつ３日以上の食料品等の備蓄を用意している人の割合「生活形態別」（Ⅱ：問 13・問 14）＞ 

 

＜備蓄を行わない理由（Ⅱ：問 13-１）＞ 

自営業を営んでいる、または手伝っている 

農・林・漁業を営んでいる、または手伝っている 

家事や育児、または介護などで在宅している 

備えていても消費期限が来たら、無駄になるから 

普段から食料品を多めに買い置きし、災害時に活用するつもりだから 

親族宅などを避難先として考えており、備蓄する必要がないから 
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48.3

26.4

17.0

11.0

8.2

8.0

7.1

5.9

4.6

4.1

1.9

1.8

0.8

11.5

1.0

0 10 20 30 40 50 60

テレビ・ラジオ

大きな災害があったから

家族・知人

県や市町の広報誌

県や市町などのホームページ

インターネットやSNS

職場や学校

スーパーやホームセンター等の

販売店で防災コーナーがあったから

県や市町の防災訓練，防災教室

避難した経験があるから

Yahoo!防災速報（防災タイムライン）

県や市町のイベント

ひろしまマイ・タイムラインの作成

その他

無回答

(%)

31.1

29.7

20.9

20.0

16.5

12.5

9.9

2.8

3.7

2.2

0 10 20 30 40

手間や費用がかかるから

倒れそうな家具等はあるが，倒れても

支障がないところに置いてあるから

どのようにすればよいか分からないから

倒れそうな家具等は置いておらず転倒の防止を行う必要がないから

大きな地震が起こるかどうか分からないから

住まいが賃貸住宅であるため，手を加えることができないから

実際に効果があるかどうか分からないから

地震は起こらないと思っているから

その他

無回答

(%)

51.5

50.0

50.0

42.7

50.9

43.9

44.0

42.0

44.2

47.3

40.0

44.4

3.0

6.2

3.6

7.5

6.8

8.1

1.6

1.8

1.9

2.2

1.1

1.5

0.4

0.4

1.1

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

まったくしていない 少しはしている かなりしている 十分にしている 無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜備蓄を行ったきっかけ（Ⅱ：問 13-２）＞ 

＜家具などの転倒防止の実施状況「年代別」（Ⅱ：問 17）＞ 

＜家具などの転倒防止を行っていない理由（Ⅱ：問 17-１）＞ 

倒れそうな家具等はあるが、倒れても 
支障がないところに置いてあるから 

住まいが賃貸住宅であるため、手を加えることができないから  
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ア 有識者による分析や示唆など 

○ 備蓄をしていない理由として、「保管する十分なスペースがないから」と回

答している人については、ローリングストック法の周知だけでなく、スペー

スをとらない備蓄法についても周知する必要がある。 

○ 非常持ち出し品については、情報源によって推奨している物品が様々であ

り、品数も多い場合があるため、分かりにくくなっている可能性がある。 

○ 転倒防止を行っていない理由として、「手間や費用がかかるから」と回答し

た人が最も多いことから、コストがかからない簡便な転倒防止法等について

も周知する必要がある。 

 

 イ 有識者による分析や示唆を受けての取組等 

○ 引き続き報道機関と連携し、各種メディアや「みんなで減災推進大使」の

活動等を通じて、災害備蓄品のローリングストック法や具体的品目・量、

様々な商品の紹介、保存方法の工夫などの情報発信に取り組む。 

○ 「最低限必要な非常持出品」を必ず備えるよう、周知を図っていく。 

○ 小売店舗やホームセンター、家具販売店等の協力を得て、引き続き「備え

るフェア」を実施し、来店者等に対して、備えの必要性の啓発や、非常持出

品、備蓄品、転倒防止対策商品等の紹介を行う。 

○ 販売店や報道機関と連携し、転倒防止を行う必要性や、転倒防止対策商品

の取り付け方法などを周知していく。 

 


